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研究成果の概要（和文）：助成期間中は現地調査に専念することができ、研究発表を積極的に行い、多くの研究
成果を上げることができた。英文論文（単著・査読付き）を一本、英文論文（共著・査読付き）を一本、英文の
書評論文を一本、英語編著への寄稿を一本、研究成果として上げることができ、研究は順調に進んだ。また英文
単著の出版契約も結ぶことができ、引き続き研究成果を挙げる所存である。

研究成果の概要（英文）：During the research period I was able to publish two articles to a peer 
reviewed journal, one book review article, and a chapter contribution to an edited book. A 
publishing contract of a monograph was also signed with a publisher. The research project was 
fruitful with acheivements. 
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研究成果の学術的意義や社会的意義
日米関係に偏重しがちな国際政治経済・経済外交の分析に対し、日欧関係の歴史が示す独自性を発見し公開する
ことができた。自動車等、日本が輸出を得意とした分野のみならず、劣位に苦しんだ航空機産業の事例と、日本
の農業市場開放という、新しい分野に視野を広げることができた。特に英語で成果を積極発信できた意義は大き
く、今後共同研究を国際的に展開するスタート地点を築くことができた。研究成果は引き続き内外で積極発信す
る。



様 式 Ｆ－１９－２ 
１．研究開始当初の背景 
日系企業がイギリスに現地工場を創設した事例は、現地ではそれほど新しい研究テーマでは
ない。当初は日系企業の進出を外敵の侵入のごとく警戒したため、一定程度の分析がなされて
いる。しかしそれは、特に従来の慣行を変えざるをえなくなった現地の労働運動の分析
（Garrahan & Stewart, 1992; Beale, 1994）や、日本に批判的な世論を研究対象としてきた。
日系企業のみが研究対象となっており、その進出がイギリスの対 EC・EU外交に影響を与えた
視点が欠けており、日本語単著はこれをテーマにした。そのため、英語訳を出版するための独
自性があり、現地で加熱する「EU離脱論」に対しても一定の影響を与えるものと予想される。
日系企業が EC・EUへの最初の進出拠点としてイギリスを選んだ事実は、イギリス人が自覚す
る以上に大きいが、当時首相だったマーガレット・サッチャーが EU懐疑論者だったことも手
伝い（Campbell, 2011）、このような視点が欠落している。 
 
２．研究の目的 
 研究の主題は、現採択研究を踏襲し、日欧通商交渉とし、実証研究を行う。研究方法につい
ても、歴史実証研究を継続して行う。ただし研究対象に現在進行中の日・EU・EPA 交渉を加
える。これに従い、研究手法においては、交渉関係者への現地インタビューを積極的に増やす。
特にブリュッセルとロンドンでの調査、分析、人的交流の拡大に努める。ロンドンでは日本語
単著（業績 1）の英訳版の出版を目指すため、現地でのさらなる史料収集に加え、関係者への
インタビューも行いつつ、英語版に相応しい内容の充実を目指す。またブリュッセルは、日・
EU 交渉が行われている舞台でもあるため、交渉関係者へのインタビューを積極的に行う。史
料収集もこれまでと同様に行い、イギリス以外の国を研究対象に含めることができるようにし、
事例の比較ができるよう、歴史実証研究のさらなる充実を図り、英語編著の編者として出版を
目指す。 
 
３．研究の方法 
史料収集、関係者へのインタビュー、ワークショップや学会への参加を行った。日本語単著
の英語版の出版に必要な調査、分析、出版社との交渉、および他の研究者との討論を行った。
同時に、歴史実証研究だけではなく、EU離脱を問う国民投票も行われたため、これが日・EU・
EPA 交渉に与えた影響や、イギリスに現地工場を開設した日系企業の活動に与えた影響を分析
した。滞在中に以下史料収集を行った。 
ロンドン、イギリス政府史料館（The National Archives） 
コベントリー、ワーウィック大学図書館内、近代史史料館（Modern Records Centre） 
ブリュッセル、理事会史料館（Archives of the Council of the EU） 
ブリュッセル、欧州委員会史料館（Historical Archives of the European Commission） 
 
４．研究成果 
 助成期間中は現地調査に専念することができ、研究発表を積極的に行い、多くの研究成果を
上げることができた。英文論文（単著・査読付き）を一本、英文論文（共著・査読付き）を一
本、英文の書評論文を一本、英語編著への寄稿を一本、研究成果として上げることができ、研
究は順調に進んだ。また英文単著の出版契約も結ぶことができ、引き続き研究成果を挙げる所
存である。 
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